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３（１６）平成３０年度に実施した実地指導における指摘事項について

当日資料を配布します。

４．その他（お知らせ等）

１．労働法規の遵守

平成２４年４月に施行された介護保険法により、事業者に対する労働法規の遵守の徹底が求められ

ています。

（１）指定欠格事由

指定の欠格事由として、次の２項目が存在します。

（介護保険法第 78条の２第４項、第 115 条の２第２項関係）

① 労働に関する法律の規定であって政令で定めるもの（※）により罰金刑に処せられ、その執

行を終わるまでの者、又は執行を受けることがなくなるまでの者

② 労働保険の保険料の徴収等に関する法律により納税義務を負う保険料等滞納処分を受け、引

き続き滞納している者

※ 労働に関する法律の規定であって政令で定めるものは、

・労働基準法関係（昭和 22年法律第 49 号）

・最低賃金法（昭和 34年法律第 137 号）

・賃金の支払いの確保等に関する法律（昭和 51 年法律第 34号）

で定める規定のうち、賃金の支払い等に係るものです。

（２）指定取消要件

「（１）指定欠格事由」の①については、指定取消の要件にもなっています。

（介護保険法第 78条の 10、第 115 条の 19 関係）

＜参考＞

「介護労働者の労働条件の確保･改善のポイント」（厚労省、都道府県労働局、労働基準監督署)

を次の厚生労働省ホームページでご覧いただけます。

http://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/kantoku/090501-1.html
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２．家電製品の回収の確認

過去に介護関連施設等においてリコール回収中の製品を火元とする火災事故があったことを踏

まえ、各製品が適切に利用されているかどうかを確認すると同時に、各製品が回収の対象となって

いないか下記のページを参考にして点検することを努めるようお願いします。なお、適切に利用さ

れていない場合やリコール対象となっていることが判明した場合は、適切な対処をとってください。

【点検事項】

①各電化製品の使用状況

②各電化製品のリコールの有無

３．津山市災害情報等メール配信サービスの登録について

メール配信システムの更新に伴い、平成 29 年 4 月 1 日からの配信に関しては、現在防災メールに

登録されている方も新たなメール配信サービスに登録が必要となります。次ページの登録方法にて登

録していただき、情報収集の手段の１つとしてご活用ください。

（参考）

消費者庁 リコール情報サイトトップページ

http://www.recall.go.jp/

（検索サイトで「消費者庁 リコール」などのキーワードで検索したら、上位でヒット

します。）

経済産業省 リコール情報：製品安全ガイド

http://www.meti.go.jp/product_safety/recall/index.html

（検索サイトで、「経済産業省 リコール」などのキーワードで検索したら、上位でヒ

ットします。）
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４．高齢者虐待防止について

１ 高齢者虐待防止法の成立

近年、我が国においては、介護保険制度の普及、活用が進む中、一方では高齢者に対する身体

的・心理的虐待、介護や世話の放棄・放任等が、家庭や介護施設などで表面化し、社会的な問題

となっている。

平成 17 年 11 月１日に国会において「高齢者虐待の防止、高齢者の擁護者に対する支援等に関

する法律」（以下、「高齢者虐待防止法」という。）が議員立法で可決、成立し、平成 18 年４月１

日から施行されることとなった。

また、高齢者虐待防止法は、介護保険法上、指定の取消し等に関連する法律の一つである。（関

係法律：1.健康保険法 2.児童福祉法 3.栄養士法 4.医師法 5.歯科医師法 6.保健師助産師看護士

法 7.歯科衛生士法 8.医療法 9.身体障害者福祉法 10.精神保健及び精神障害者福祉に関する法

律 11.社会福祉法 12.知的障害者福祉法 13.薬事法 14.薬剤師法 15.老人福祉法 16.理学療法士

及び作業療法士法 17.高齢者の医療の確保に関する法律 18.社会福祉士及び介護福祉士法 19.義

肢装具士法 20.精神保健福祉法 21.言語聴覚士法 22.発達障害者支援法 23.障害者自立支援法

24.高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律）

２ 高齢者虐待防止法による定義

高齢者虐待防止法では、「高齢者」とは、65 歳以上の者と定義されている（高齢者虐待防止法第

２条１項）。

また、高齢者虐待を「養護者による高齢者虐待」、および「養介護施設従事者による高齢者虐待」

に分けて次のように定義している。

① 養護者による高齢者虐待

養護者とは、「高齢者を現に養護する者であって養介護施設従事者等以外のもの」とされて

おり、高齢者の世話をしている家族、親族、同居人等が該当すると考えられる。

養護者による高齢者虐待とは、養護者が養護する高齢者に対して行う次の行為とされている。

ア 身体的虐待

高齢者の身体に外傷が生じ又は生じるおそれのある暴力を加えること

【具体的な例】

・平手打ちをする、つねる、殴る、蹴る、無理矢理食事を口に入れる、やけど・打撲

させる

・ベッドに縛り付けたり、意図的に薬を過剰に服用させたりして、身体拘束、抑制を

する

イ 介護・世話の放棄・放任
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高齢者を衰弱させるような著しい減食、長時間の放置、養護者以外の同居人による虐待

行為の放置など、養護を著しく怠ること

【具体的な例】

・入浴しておらず異臭がする、髪が伸び放題だったり、皮膚が汚れている

・水分や食事を十分に与えられていないことで、空腹状態が長時間にわたって続いた

り、脱水症状や栄養失調の状態にある

・室内にごみを放置するなど、劣悪な住環境の中で生活させる

・高齢者本人が必要とする介護・医療サービスを、相応の理由なく制限したり使わせ

ない

・同居人による高齢者虐待と同様の行為を放置すること

ウ 心理的虐待

高齢者に対する著しい暴言または著しく拒絶的な対応その他の高齢者に著しい心理的

外傷を与える言動を行うこと

【具体的な例】

・排泄の失敗を嘲笑したり、それを人前で話すなどにより高齢者に恥をかかせる

・怒鳴る、ののしる、悪口を言う

・侮辱を込めて、子供のように扱う

・高齢者が話しかけているのを意図的に無視する

エ 性的虐待

高齢者にわいせつな行為をすること又は高齢者をしてわいせつな行為をさせること

【具体的な例】

・排泄の失敗に対して懲罰的に下半身を裸にして放置する

・キス、性器への接触、セックスを強要する

オ 経済的虐待

養護者又は高齢者の親族が当該高齢者の財産を不当に処分すること、その他当該高齢者

から不当に財産上の利益を得ること

【具体的な例】

・日常生活に必要な金銭を渡さない、使わせない

・本人の自宅等を本人に無断で売却する

・年金や預貯金を本人の意思・利益に反して使用する

② 養介護施設従事者等による高齢者虐待

養介護施設従事者等による高齢者虐待とは、老人福祉法及び介護保険法に規定する「養介護

施設」又は「養介護事業」の業務に従事する職員が行う上記ア～オの行為である。なお、「地

域密着型（介護予防）サービス」は養介護事業に該当する。

120



３ 「高齢者虐待」の捉え方と対応が必要な範囲について

高齢者虐待防止法では、高齢者虐待を上記のように定義しているが、これらは、広い意味での高

齢者虐待を「高齢者が他者からの不適切な扱いにより権利利益を侵害される状態や生命、健康、生

活が損なわれるような状態に置かれていること」と捉えた上で、高齢者虐待防止法の対象を規定し

たものということができる。

また、介護保険制度の改正によって実施される地域支援事業のひとつとして、市町村に対し、「高

齢者に対する虐待の防止及びその早期発見のための事業その他の高齢者の権利擁護のための必要

な援助を行う事業」（介護保険法第１１５条の３８第１項第４号）の実施が義務づけられている。

このため、市町村は、高齢者虐待防止法に規定する高齢者虐待かどうか判別しがたい事例であっ

ても、高齢者の権利が侵害されていたり、生命や健康、生活が損なわれるような事態が予測される

など支援が必要な場合には、高齢者虐待防止法の取扱いに準じて、必要な援助を行っていく必要が

ある。

４ 通報義務について

病院・養介護施設・保健所その他高齢者の福祉に業務上関係のある団体、及び医師・養介護施設

従事者等・保健師・弁護士その他高齢者の福祉に職務上関係のある者に対して、高齢者虐待を早期

に発見する努力義務が課せられている。

また、高齢者虐待を受けたと思われる高齢者を発見した場合には、速やかに通報しなければなら

ない（または通報するよう努めなければならない）とされている。

① 高齢者虐待の相談窓口

高齢者虐待防止法では、高齢者虐待及び養護者支援に関する相談の実施、通報、届出の受理、

相談者に対する助言・指導等を行う部局を明確化し、窓口を設置することとなっている。

このため、本市においては、津山市環境福祉部社会福祉事務所高齢介護課、津山市地域包括

支援センターに相談窓口を設置し、高齢者虐待への対応を行っている。

なお、高齢者が入所している施設所在地と養護者等の所在地が異なる場合、通報等への対応

は施設所在地の市町村が行うこととなる。

② 通報等による不利益取扱いの禁止

高齢者虐待防止法では、養介護施設等における高齢者虐待の事例を施設等の中で抱えてしま

うことなく、早期発見・早期対応を図るために「刑法の秘密漏示罪その他の守秘義務に関する

法律の規定は、養介護施設従事者等による高齢者虐待の通報を妨げるものと解釈してはならな

いこと」、「養介護施設従事者等による高齢者虐待の通報を行った従事者等は、通報等をしたこ

とを理由に、解雇その他不利益な取り扱いを受けないこと」という規定を設けて通報者に対す

る保護を行っている。

５ 身体拘束に対する考え方
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高齢者が、他者からの不適切な扱いにより権利を侵害される状態や生命、健康、生活が損なわれ

るような状態に置かれることは許されるものではなく、原則としてすべての身体拘束が高齢者虐待

に該当する行為と考えられる。

ただし、高齢者本人や他の利用者の生命又は身体が危険にさらされる場合など、「身体拘束ゼロ

への手引き」（厚生労働省 身体拘束ゼロ作戦推進会議編）等において「緊急やむを得ない場合」

とされているものについては、例外的に高齢者虐待にも該当しないと考えられている。

６ 養介護施設従事者等による高齢者虐待の防止のための措置について

① 管理職・職員の研修、資質向上

養介護施設従事者等による高齢者虐待を防止するためには、ケアの技術や虐待に対する研修

によって職員自らが意識を高め、実践につなげることが重要である。また、実際にケアにあた

る職員のみでなく管理職も含めた事業所全体での取り組みが重要。管理職が中心となってサー

ビス向上にむけた取り組みが求められる。

② 個別ケアの推進

養介護施設等には、入所している高齢者の一人ひとりが、尊厳を保ちながら自分らしく生活

できる環境をつくることが求められている。高齢者の尊厳を尊重するという視点から、入所し

ている高齢者一人ひとりに対して個別的なケアを実践することが重要である。

③ 情報公開

養介護施設等は、外部からの目が届きにくい面がある。しかし、サービス評価、介護相談員

派遣事業の導入や地域の住民やボランティアなど多くの人を積極的に施設で受け入れること

は、職員の意識にも影響を及ぼすと考えられる。

④ 苦情処理体制

高齢者虐待防止法では、養介護施設・養介護事業所に対してサービスを利用している高齢者

やその家族からの苦情を処理する体制を整備することが規定されている。養介護施設・養介護

事業所においては苦情相談窓口を開設するなど、苦情処理のために必要な措置を講ずべきこと

が運営基準等に規定されており、各施設・事業所での対応が求められている。今後のサービス

の質をさらに向上させるため、利用者等に継続して相談窓口の周知を図り、苦情処理のための

取り組みを効果的なものとしていくことも大切である。

７ 老人福祉法及び介護保険法の規定による権限の行使について

高齢者虐待防止法では、高齢者虐待の防止と虐待を受けた高齢者の保護を図るため、市町村又は

都道府県は、老人福祉法及び介護保険法に規定された権限を適切に行使し、対応を図ることが明記

されている。

養介護施設従業者等による高齢者虐待が強く疑われる場合には、当該施設から報告徴収を受けて
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事実を確認し、高齢者虐待が認められた場合には、市町村又は都道府県は指導を行い、改善を図る

ようにする。

なお、指導に従わない場合には、老人福祉法及び介護保険法に基づく勧告・命令、指定の取消し

処分などの権限を適切に行使することにより高齢者の保護を図る。

５,成年後見制度について

事業者は、適正な契約手続き等の支援の促進を図るため、必要に応じ、利用者が成年後見制度を活

用することができるように配慮しなければならないこととなっています。

詳しくは、「成年後見制度 詳しく知っていただくために」（作成：最高裁判所）を参照してくださ

い。

６,お知らせ

参考サイト

指定更新等について

１ 津山市：各種様式と資料

https://www.city.tsuyama.lg.jp/index2.php?id=61

防火安全対策について

１ 消費者庁：リコール情報サイトトップページ

http://www.recall.go.jp/

２ 経済産業省：リコール情報：製品安全ガイド

http://www.meti.go.jp/product_safety/recall/index.html

感染症予防対策について

１ 岡山県：感染症情報センター

http://www.pref.okayama.jp/soshiki/309/

２ 岡山県：2018/2019 年シーズン 感染性胃腸炎（ノロウイルスなど）

http://www.pref.okayama.jp/page/detail-92000.html

３ 岡山県：2018/2019 年シーズン インフルエンザ情報

http://www.pref.okayama.jp/page/detail-101155.html
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身体拘束廃止の取り組みについて

１ 岡山県：身体拘束のないケアの実現に向けて

http://www.pref.okayama.jp/page/detail-41109.html

２ 岡山県：ケア従事者のための身体拘束ゼロハンドブック

http://www.pref.okayama.jp/page/571339.html

高齢者虐待防止について

１ 岡山県：高齢者虐待防止ガイドライン

http://www.pref.okayama.jp/page/detail-27611.html

成年後見制度について

１ 最高裁判所：後見ポータルサイト

http://www.courts.go.jp/koukenp/index.html

２ 法務省：成年後見制度～成年後見登記制度～

http://www.moj.go.jp/MINJI/minji17.html

津山市による災害情報メール配信サービス等

１ 津山市：つやま災害情報メール

https://www.city.tsuyama.lg.jp/index2.php?id=5807

２ 津山市：津山市防災ハザードマップ（平成３０年３月改訂）

https://www.city.tsuyama.lg.jp/index2.php?id=6556

個人情報の取扱いについて

１ 岡山県：医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス

http://www.pref.okayama.jp/page/detail-83110.html
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